
JP 4809223 B2 2011.11.9

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１種の散乱粒子を包含する散乱層及び少なくとも１種の支持層を有する背面
投射型スクリーンにおいて、散乱層は１５°以上の強度半減角を有し、支持層は６．５°
以下の強度半減角を有し、この際、支持層は７０以下の光沢Ｒ６０°を有し、かつ支持層
の表面は、３μｍ～４０μｍの範囲の平均粗面度ＲＺを有することを特徴とする背面投射
型スクリーン。
【請求項２】
　散乱粒子は、０．１～４０μｍの範囲の平均直径を有する、請求項１に記載の背面投射
型スクリーン。
【請求項３】
　散乱粒子はプラスチックを包含する、請求項１又は２に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項４】
　散乱層は６０以下の光沢Ｒ８５°を有する、請求項１から３までのいずれか１項に記載
の背面投射型スクリーン。
【請求項５】
　支持層は多層構造を有する、請求項１から４までのいずれか１項に記載の背面投射型ス
クリーン。
【請求項６】
　シートを平滑なプラスチックプレート上に積層させて、相応する表面構造を生じさせる
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、請求項１から５までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項７】
　支持層は３°以下の強度半減角を有する、請求項１から６までのいずれか１項に記載の
背面投射型スクリーン。
【請求項８】
　支持層は１ｍｍ～１０ｍｍの範囲の厚さを有する、請求項１から７までのいずれか１項
に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項９】
　散乱層は０．１～１ｍｍの範囲の厚さを有する、請求項１から８までのいずれか１項に
記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１０】
　支持層の厚さ対散乱層の厚さの比は、１：１～５０：１の範囲にある、請求項１から９
までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１１】
　散乱層は４～５０μｍの範囲の平均粗面度ＲＺを有する、請求項１から１０までのいず
れか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１２】
　散乱層は、大きさで異なっている少なくとも２種の粒子（Ａ）及び（Ｂ）を包含する、
請求項１から１１までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１３】
　粒子（Ａ）は、０．１～４０μｍの範囲の平均直径及び０．０２～０．２の範囲のプラ
スチックマトリックスに対する屈折率差を有し、この際、粒子（Ｂ）は１０～１５０μｍ
の範囲の平均直径及び０～０．２の範囲のポリメチルメタクリレート－マトリックスに対
する屈折率差を有する、請求項１２に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１４】
　散乱層及び／又は支持層は着色されている、請求項１から１３までのいずれか１項に記
載の背面投射型スクリーン。
【請求項１５】
　背面投射型スクリーンは、少なくとも２５％の透過度を有する、請求項１から１４まで
のいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１６】
　散乱層及び支持層は、高々２５ｎｍの光学的二重屈折に基づく路程差を有する同時押出
しポリメチルメタクリレート－プラスチックを含む、請求項１から１５までのいずれか１
項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１７】
　成形体は、ＤＩＮ６１６７による、１２以下の黄色値Ｄ６５／１０°を有する、請求項
１から１６までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１８】
　成形体は、ＤＩＮ５３３８７による、少なくとも５０００時間の耐候性を有する、請求
項１から１７までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン。
【請求項１９】
　散乱粒子を包含する成形材料を層に押出し、この層を、引き続き、支持層と接合させる
ことを特徴とする、請求項１から１６までのいずれか１項に記載の背面投射型スクリーン
を製造する方法。
【請求項２０】
　散乱粒子を包含する成形材料及び散乱粒子を包含しない又は少量の散乱粒子を包含する
成形材料を同時押出しさせる、請求項１から１６までのいずれか１項に記載の背面投射型
スクリーンを製造する方法。
【請求項２１】
　支持層の製造のために型押ロールを使用する、請求項１９又は２０に記載の方法。
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【請求項２２】
　ポリメチルメタクリレート－プラスチックをプレート又はシートに押出し、押出プレー
ト又はシートを、引き続き、５分間から２４時間１１０～１９０℃に加熱する、請求項１
６に記載の背面投射型スクリーンの製法。
【請求項２３】
　３Ｄ－投射のための、請求項１６に記載の背面投射型スクリーンの使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、少なくとも１種の光散乱性ポリメチルメタクリレート－層を包含する安定し
た背面投射型スクリーン及びこの背面投射型スクリーンの製法に関する。
【０００２】
　背面投射技術により、情報を広汎な視聴者に伝えることができる。そのようなシステム
の構造は、原則的には、背面からプロジェクターで投射される画面から構成され、そうし
て情報を供給する。
【０００３】
　この技術は、例えば、制御室（発電所、鉄道）において、複雑な工程を見渡す責任を軽
減するために使用され、そうして制御過失を回避することができる。もう１つの使用は、
例えば、スポーツスタジアム及びモーターレースにおける表示板である。この際、見物人
が本来の出来事から遠く離れていても、出来事の経過及び状況が見物人に伝えられる。
【０００４】
　この場合には、極めて大きな画面が重要である。年が経過して、技術分野（プロジェク
ター技術）の絶え間ない持続的開発によって、他の使用分野が加わってきている。
【０００５】
　即ち、この情報伝達方法は、例えば、ＴＶ－装置、大空間－及び家庭内－映画でも、し
かし展示場、ショーウインドー及び商店での宣伝媒体としても使用される。
【０００６】
　更に、この技術は、提示及び飛行シミュレーターで使用され、そこでは仮想的状況がで
きるだけ現実的に近似でコックピット－スクリーンに描かれる。
【０００７】
　この技術の多くの利点は、プロジェクターが監視室の外部にあることによって達成され
る。従って、投射面の前に居る監視者は投射を遮らず、プロジェクターの騒音は回避され
、それによって気に入った室内設計が可能である。
【０００８】
　ところで、背面投射技術で使用される多数のプラスチックプレート及びシートがある。
しばしばプレートは変更され、それは背面ではフレネルレンズ系の形及び付加的に監視者
側では垂直に配列された凸レンズ形の限定された表面構造を有する。その結果、この背面
投射型パネルの製造は高い経費と結び付いている。更に、この表面構造は機械的負荷に対
して極めて敏感である。損傷の結果、投射画像は極めて強く損なわれる。
【０００９】
　更に、散乱媒体を有する背面投射型プレート及びシートは公知であり、この際、そのよ
うなプレートは、マトリックスと異なる屈折率を有する粒子を含有する。そのプレート及
びシートは、同様に背面投射に適するが、要求プロフィールの全帯域幅には合致しないの
で、スクリーンの要求の一部を満足させるだけである。
【００１０】
　従って、多数の様々な使用可能性によって、極めて異なる要求が投射面に設定される。
１使用では、監視者が長時間に渡り情報を受けなければならないので（例：制御室、家庭
用映画等）、投射面は、例えば、極めて平静で精細な高解像の画像再現性を有するべきで
ある。
【００１１】
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　この投射面が、例えば、展示場での提示及び宣伝のために使用される場合には、この投
射面は、特に機械的負荷及び汚れに対して非感受性であるべきであるが、投射画質への要
求はそれほど高くない。
【００１２】
　プレート及びシートを、例えば、高い光散乱角を有する公知の散乱媒体、例えば、硫酸
バリウム及び二酸化チタンを用いて製造することができる。
【００１３】
　更に、散乱媒体としてプラスチック粒子を含有するスクリーンが公知である。即ち、文
書ＪＰ０７２３４３０４は、透明なプラスチック中に架橋結合のアクリレート／スチロー
ル－粒子（１４μｍ）を含む混合物を記載している。
【００１４】
　前記の背面投射型スクリーンの欠点は、その機械的安定性が光散乱層の厚さに依存して
いることであり、この際、特に高い画像鮮明度は、比較的薄い光散乱層によって改善され
る。
【００１５】
　他方で、光散乱層に付加的に支持層を有する多層の背面投射型スクリーンも公知であり
、従って、より大きなスクリーンも充分な機械的安定性を有する。このようなスクリーン
は、例えば、室内の内張りに固定することによって自由に取り付けられ得る。それによっ
て、例えば、展示場又は展示室で、映画又は宣伝を背面投射技術によって有効に提供する
ことができる。
【００１６】
　多層の背面投射型スクリーンは、例えば、ＪＰ１１１７９８５６、ＥＰ－Ａ－０５６１
５５１、ＷＯ９８／４５７５３及びＵＳ６４１１４３６から公知である。文書ＷＯ９８／
４５７５３は、散乱層、分散層及びプラスチック支持体を有する背面投射型スクリーンを
記載している。図６によれば、分散層は、散乱層に相対している支持体の表面上にも配置
され得る。しかし問題は、このような構造の画像率が比較的悪いことであり、この際、こ
のことは既に文書自体に示されている。
【００１７】
　印刷物ＵＳ６４１１４３６は、中性の灰色層を有する背面投射型スクリーンを記載して
いる。この際、ＵＳ６４１１４３６によれば、画像率の改善になるという単色層が問題で
ある。しかし、複製品はそのような利点を示さない。この中性灰色層の光沢は示されてい
ない。
【００１８】
　日本国特許公開公報ＪＰ１１１７９８５６は、散乱－／艶消剤としてポリメチルメタク
リレート－マトリックス及び架橋結合のポリメチルメタクリレート－粒子を包含する少な
くとも１層を有する多層プレートを記載していて、この際、粒子の割合は０．５～２５質
量％の範囲である。
【００１９】
　文書ＥＰ－Ａ－０５６１５５１は、透明なポリマー及び球状粒子（２～１５μｍ）を含
む混合物からの散乱層を有する多層プレートを記載している。
【００２０】
　例えば、内張りに自由に配置され、背面から投射される、支持層を有する背面投射型ス
クリーンの欠点は、それによって室内で不所望な視覚的に邪魔である反射画像が生じるこ
とである。
【００２１】
　更に、散乱媒体を備えた公知の背面投射型スクリーンは、しばしば最適ではない画像特
性を示す。殊に、公知スクリーンは、比較的僅少な画像鮮明度又は比較的不十分な輝度分
布を有する。更に、色の精密度に関して問題もある。更に、多くのスクリーンは機械的要
求を満足せず、この際、殊に引掻き傷は視覚的に不利な作用を有する。
【００２２】
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　従って、前記の説明された公知技術水準に関して、本発明の課題は、室内での不所望な
反射画像を示さない安定した背面投射型スクリーンを提供することであった。この際、ス
クリーンは、特に高い画質、殊に、投射された画像の高い画像鮮明度及び解像を可能にす
べきである。
【００２３】
　更に、背面投射型スクリーン上の画像は特に精密色であるべきである。
【００２４】
　本発明のもう１つの課題は、特に均一な輝度分布を有する背面投射型スクリーンを得る
ことにあった。
【００２５】
　更に、背面投射型スクリーンは、できるだけ高い機械的強度を有するべきである。この
際、スクリーン上の引掻き傷は、可視不可能であるか又はほんの僅か可視可能であるべき
である。殊に、損傷はスクリーンの画像力に影響しない又はほんの僅かしか影響すべきで
ない。
【００２６】
　更に、本発明には、特に簡単に製造され得る背面投射型スクリーンを製造することが基
礎にある。即ち、背面投射型スクリーンは、殊に押出しによって製造され得るべきである
。
【００２７】
　従って、更に本発明の課題は、高い画像平静性を有する背面投射型スクリーンを製造す
ることであった。それによって、表示は長時間にわたり疲労無く監視され得る。
【００２８】
　本発明のもう１つの目的は、簡単な方法で大きさ及び形で要求に適合され得る背面投射
型スクリーンを製造することにあった。
【００２９】
　更に、背面投射型スクリーン上の画像は、特にコントラストに富むべきである。
【００３０】
　本発明のもう１つの課題は、背面投射型スクリーンが高い耐久性、殊に、ＵＶ－線又は
風化に対する安定性を有することにある。
【００３１】
　更に、本発明には、その画像特性に関して、ほんの僅かしか反射しない背面投射型スク
リーンを製造するという課題が基礎にあった。
【００３２】
　しかし、これらの課題及び説明してはいないが、そこで説明された関連から当然導かれ
、又はそれから必然的に生じる他の課題は、請求項１に記載した背面投射型スクリーンに
よって解明される。本発明による背面投射型スクリーンの有利な変体は、請求項１に関連
する下位請求項で保護下に置かれる。
【００３３】
　背面投射型スクリーンの製法に関して、請求項１９及び２０が、基礎にある課題を解明
する。
【００３４】
　散乱層は１５°以上の強度半減角を有し、支持層は６．５°以下の強度半減角を有し、
この際、支持層は７０以下の光沢Ｒ６０°を有することによって、散乱粒子を包含する少
なくとも１種の散乱層及び少なくとも１種の支持層を包含する、室内で高い安定性及び高
い画質で、投射された画像の僅少な反射を可能にする背面投射型スクリーンを得ることが
できる。
【００３５】
　特に、本発明による方法によって、殊に次の利点が達成される：
　本発明の背面投射型スクリーンは、投射画像の高い画像鮮明度及び解像を可能にする。
【００３６】
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　本発明による背面投射型スクリーン上の画像は、特に精密色であり及びコントラストが
良好である。
【００３７】
　本発明により得られる背面投射型スクリーンは、特に均一の輝度分布を有する。
【００３８】
　更に、本発明の背面投射型スクリーンは、高い機械的安定性を示す。この際、スクリー
ン上の引掻き傷は可視不可能であるか又はほんの僅かしか見えない。
【００３９】
　更に、　本発明による背面投射型スクリーン上に投射された画像は、高い画像平静性を
有する。それによって、表示は長時間にわたり疲労無く監視され得る。
【００４０】
　更に、本発明により、室内における投射画像の反射は減少され得る。
【００４１】
　更に、本発明の背面投射型スクリーンは、非光輝性の艶消表面プロフィールを示す。表
面構造の特性は、光沢以外の光学的パラメーターを影響せずに、場合により様々に調整さ
れ得る。それによって、スクリーン上の画像に不利に影響する反射を減少させることがで
きる。
【００４２】
　更に、本発明の背面投射型スクリーンは、特に簡単に製造され得る。即ち、背面投射型
スクリーンは、殊に押出しによって製造され得る。
【００４３】
　本発明による背面投射型プレートは、風化に対して、殊にＵＶ－線に対して高い安定性
を示す。
【００４４】
　背面投射型スクリーンの大きさ及び形は、要求に適合され得る。
【００４５】
　背面投射型スクリーンは、一般に光学的に卓越した特性を有するプラスチックを有する
支持層を包含する。
【００４６】
　このプラスチックには、殊に、ポリカルボネート、シクロオレフィン系ポリマー及びポ
リ（メタ）アクリレートが属し、この際、ポリ（メタ）アクリレートが有利である。
【００４７】
　ポリカルボネートは、専門分野で公知である。ポリカルボネートは、形式的に、炭酸及
び脂肪族又は芳香族ジヒドロキシ－化合物からのポリエステルとして考慮され得る。これ
は、ジグリコール又はビスフェノールとホスゲン又は炭酸ジエステルとの反応によって、
重縮合－又はエステル交換反応で容易に得られる。
【００４８】
　この際、ビスフェノールから誘導されるポリカルボネートが有利である。このビスフェ
ノールには、殊に２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－プロパン（ビスフェノー
ルＡ）、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－ブタン（ビスフェノールＢ）、１
，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン（ビスフェノールＣ）、２，２
’－メチレンジフェノール（ビスフェノールＦ）、２，２－ビス（３，５－ジブロム－４
－ヒドロキシフェニル）プロパン（テトラブロムビスフェノールＡ）及び２，２－ビス（
３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン（テトラメチルビスフェノールＡ
）が属する。
【００４９】
　このような芳香族ポリカルボネートは、通例、界面重縮合又はエステル交換によって製
造され、この際、Encycl. Polym. Sci. Engng. 11, 648 - 718 に詳細が記載されている
。
【００５０】
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　界面重縮合では、ビスフェノールをアルカリ性水溶液として、不活性有機溶剤、例えば
、メチレンクロリド、クロルベンゾール又はテトラヒドロフラン中に乳化させ、段階反応
でホスゲンと反応させる。触媒としてアミンを使用し、立体障害ビスフェノールの場合に
は、相転位触媒も使用される。得られるポリマーは使用される有機溶剤中に溶ける。
【００５１】
　ビスフェノールの選択によって、ポリマーの特性は既に変化され得る。異なるビスフェ
ノールの同時使用で、多段階－重縮合で、ブロック－ポリマーも構成され得る。
【００５２】
　シクロオレフィン系ポリマーは、環状オレフィン、殊に多環状オレフィンの使用下に得
られるポリマーである。
【００５３】
　環状オレフィンは、例えば、単環オレフィン、例えば、シクロペンテン、シクロペンタ
ジエン、シクロヘキセン、シクロヘプテン、シクロオクテン及びこれらの単環オレフィン
の、１～３個の炭素原子を有する、例えば、メチル、エチル又はプロピルのアルキル誘導
体、例えば、メチルシクロヘキセン又はジメチルシクロヘキセン、及びこれらの単環化合
物のアクリレート－及び／又はメタクリレート誘導体を包含する。更に、オレフィン系側
鎖を有するシクロアルカン、例えば、シクロペンチルメタクリレートを環状オレフィンと
して使用することもできる。
【００５４】
　架橋結合の多環状オレフィン化合物が有利である。この多環状オレフィン化合物は、二
重結合を環中にも（この際、架橋結合の多環状シクロアルケンが重要である）、側鎖中に
も有し得る。この際、多環状シクロアルカン化合物のビニル誘導体、アリルオキシカルボ
キシ誘導体及び（メタ）アクリルオキシ誘導体が重要である。これらの化合物は、更にア
ルキル－、アリール－又はアルアルキル置換基を有することができる。
【００５５】
　例としての多環状化合物は、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン（ノルボルネン
）、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２，５－ジエン（２，５－ノルボルナジエン）、エ
チル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン（エチルノルボルネン）、エチリデンビ
シクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン（エチリデン－２－ノルボルネン）、フェニルビ
シクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、ビシクロ［４．３．０］ノナ－３，８－ジエン
、トリシクロ［４．３．０．１２，５］－３－デセン、トリシクロ［４．３．０．１２，

５］－３，８－デセン－（３，８－ジヒドロジシクロペンタジエン）、トリシクロ［４．
４．０．１２，５］－３－ウンデセン、テトラシクロ［４．４．０．１２，５，１７，１

０］－３－ドデセン、エチリデン－テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］
－３－ドデセン、メチルオキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５，１７，

１０］－３－ドデセン、エチリデン－９－エチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５，
１７，１０］－３－ドデセン、ペンタシクロ［４．７．０．１２，５，Ｏ，Ｏ３，１３，
１９，１２］－３－ペンタデセン、ペンタシクロ［６．１．１３，６．０２，７．０９，

１３］－４－ペンタデセン、ヘキサシクロ［６．６．１．１３，６．１１０，１３．０２

，７．０９，１４］－４－ヘプタデセン、ジメチルヘキサシクロ［６．６．１．１３，６

．１１０，１３．０２，７．０９，１４］－４－ヘプタデセン、ビス（アリルオキシカル
ボニル）トリシクロ［４．３．０．１２，５］－デカン、ビス（メタクリルオキシ）トリ
シクロ［４．３．０．１２，５］－デカン、ビス（アクリルオキシ）トリシクロ［４．３
．０．１２，５］－デカンであるが、これに限定されるものではない。
【００５６】
　シクロオレフィン系ポリマーは、前記の少なくとも１種のシクロオレフィン系化合物、
殊に多環状炭化水素化合物の使用下に製造される。更に、シクロオレフィン系ポリマーの
製造の際に、前記のシクロオレフィン系モノマーと共重合され得る他のオレフィンを使用
することができる。それには、特にエチレン、プロピレン、イソプレン、ブタジエン、メ
チルペンテン、スチロール及びビニルトルオールが属する。
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【００５７】
　殆どの前記のオレフィン、殊にシクロオレフィン及びポリシクロオレフィンも市販で得
られる。更に、多くの環状及び多環状オレフィンは、ディールス－アルダー－付加反応に
よって得られる。
【００５８】
　シクロオレフィン系ポリマーの製造は、公知の方法で行なわれることができ、それは、
例えば、特に日本国特許明細書１１８１８／１９７２、４３４１２／１９８３、１４４２
／１９８６及び１９７６１／１９８７及び日本国特許公開公報第７５７００／１９７５、
１２９４３４／１９８０、１２７７２８／１９８３、１６８７０８／１９８５、２７１３
０８／１９８６、２２１１１８／１９８８及び１８０９７６／１９９０及び欧州特許機構
出願ＥＰ－Ａ－０６６１０８５１、ＥＰ－Ａ－０６４８５８９３、ＥＰ－Ａ－０６４０７
８７０及びＥＰ－Ａ－０６６８８８０１に記載されている。
【００５９】
　シクロオレフィン系ポリマーは、触媒として、例えば、アルミニウム化合物、バナジウ
ム化合物、タングステン化合物又は硼素化合物の使用下に溶剤中で重合され得る。
【００６０】
　重合は、条件、殊に使用触媒に応じて、開環下に又は二重結合の開裂下に行われ得ると
見なされる。
【００６１】
　更に、シクロオレフィン系ポリマーをラジカル重合によって得ることが可能であり、こ
の際、ラジカル重合化剤として光又は重合開始剤が使用される。このことは、殊にシクロ
オレフィン及び／又はシクロアルカンのアクリロイル誘導体に当てはまる。この重合法は
、溶液でも物質でも行なうことができる。
【００６２】
　もう１種の有利なプラスチックは、ポリ（メタ）アクリレートを包含する。このポリマ
ーは、一般に、（メタ）アクリレートを含有する混合物のラジカル重合によって得られる
。（メタ）アクリレートとは、メタクリレート及びアクリレート及び双方を含む混合物を
包含する。
【００６３】
　これらのモノマーは広く知られている。これには、特に、飽和アルコールから誘導され
る（メタ）アクリレート、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリ
レート、プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル
（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート及び２－エチルヘキシル（メタ）
アクリレート；
不飽和アルコールから誘導される（メタ）アクリレート、例えば、オレイル（メタ）アク
リレート、２－プロピニル（メタ）アクリレート、アリル（メタ）アクリレート、ビニル
（メタ）アクリレート；
アリール（メタ）アクリレート、例えば、ベンジル（メタ）アクリレート又はフェニル（
メタ）アクリレート（この際、アリール基は各々非置換であるか又は４個まで置換されて
いてよい）；
シクロアルキル（メタ）アクリレート、例えば、３－ビニルシクロヘキシル（メタ）アク
リレート、ボルニル（メタ）アクリレート；
ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、例えば、３－ヒドロキシプロピル（メタ）ア
クリレート、３，４－ジヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート；
グリコールジ（メタ）アクリレート、例えば、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリ
レート、エーテルアルコールの（メタ）アクリレート、例えば、テトラヒドロフルフリル
（メタ）アクリレート、ビニルオキシエトキシエチル（メタ）アクリレート；
（メタ）アクリル酸のアミド及びニトリル、例えば、Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル
）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（ジエチルホスホノ）（メタ）アクリルアミド、１－メ
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タクリロイルアミド－２－メチル－２－プロパノール；
硫黄含有のメタクリレート、例えば、エチルスルフィニルエチル（メタ）アクリレート、
４－チオシアナトブチル（メタ）アクリレート、エチルスルホニルエチル（メタ）アクリ
レート、チオシアナトメチル（メタ）アクリレート、メチルスルフィニルメチル（メタ）
アクリレート、ビス（（メタ）アクリロイルオキシエチル）スルフィド；
多価の（メタ）アクリレート、例えば、トリメチロイルプロパントリ（メタ）アクリレー
ト、ペンタエリスリットテトラ（メタ）アクリレート及びペンタエリスリットトリ（メタ
）アクリレートが属する。
【００６４】
　本発明の有利な１観点により、これらの混合物は、モノマーの質量に対して、メチルメ
タクリレート少なくとも４０質量％、有利に少なくとも６０質量％及び特に有利に少なく
とも８０質量％を含有する。
【００６５】
　前記の（メタ）アクリレートのほかに、重合すべき組成物は、メチルメタクリレート及
び前記の（メタ）アクリレートと共重合可能である他の不飽和モノマーを有することもで
きる。
【００６６】
　それには、特に、１－アルケン、例えば、ヘキセン－１、ヘプテン－１；分枝鎖のアル
ケン、例えば、ビニルシクロヘキサン、３，３－ジメチル－１－プロペン、３－メチル－
１－ジイソブチレン、４－メチルペンテン－１；
アクリルニトリル；ビニルエステル、例えば、ビニルアセテート；
スチロール、側鎖にアルキル置換基を有する置換スチロール、例えば、α－メチルスチロ
ール及びα－エチルスチロール、環にアルキル置換基を有する置換スチロール、例えば、
ビニルトルオール及びｐ－メチルスチロール、ハロゲン化スチロール、例えば、モノクロ
ルスチロール、ジクロルスチロール、トリブロムスチロール及びテトラブロムスチロール
；
複素環系ビニル化合物、例えば、２－ビニルピリジン、３－ビニルピリジン、２－メチル
－５－ビニルピリジン、３－エチル－４－ビニルピリジン、２，３－ジメチル－５－ビニ
ルピリジン、ビニルピリミジン、ビニルピペリジン、９－ビニルカルバゾール、３－ビニ
ルカルバゾール、４－ビニルカルバゾール、１－ビニルイミダゾール、２－メチル－１－
ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピロリドン、２－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピロリ
ジン、３－ビニルピロリジン、Ｎ－ビニルカプロールクタム、Ｎ－ビニルブチロールクタ
ム、ビニルオキソラン、ビニルフラン、ビニルチオフェン、ビニルチオラン、ビニルチア
ゾール及び水素化ビニルチアゾール、ビニルオキサゾール及び水素化ビニルオキサゾール
；
ビニル－及びイソプレニルエーテル；
マレイン酸誘導体、例えば、無水マレイン酸、無水メチルマレイン酸、マレインイミド、
メチルマレインイミド；及び
ジエン、例えば、ジビニルベンゾールが属する。
【００６７】
　これらのコモノマーは、一般に、モノマーの質量に対して、０～６０質量％、有利に０
～４０質量％及び特に有利に０～２０質量％の量で使用され、この際、化合物は単一で又
は混合物として使用され得る。
【００６８】
　重合は、一般に、公知のラジカル重合開始剤で開始される。有利な重合開始剤には、特
に、専門分野で広く知られているアゾ系重合開始剤、例えば、ＡＩＢＮ及び１，１－アゾ
ビスシクロヘキサンカルボニトリル、及びペルオキシ化合物、例えば、メチルエチルケト
ンペルオキシド、アセチルアセトンペルオキシド、ジラウリルペルオキシド、ｔ－ブチル
ペル－２－エチルヘキサノエート、ケトンペルオキシド、メチルイソブチルケトンペルオ
キシド、シクロヘキサノンペルオキシド、ジベンゾイルペルオキシド、ｔ－ブチルペルオ
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キシベンゾエート、ｔ－ブチルペルオキシイソプロピルカルボネート、２，５－ビス（２
－エチルヘキサノイル－ペルオキシ）－２，５－ジメチルヘキサン、ｔ－ブチルペルオキ
シ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルペルオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサ
ノエート、ジクミルペルオキシド、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）シクロヘキサ
ン、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ク
ミルヒドロペルオキシド、ｔ－ブチルヒドロペルオキシド、ビス（４－ｔ－ブチルシクロ
ヘキシル）ペルオキシジカルボネート、２種以上の前記化合物相互の混合物及び前記の化
合物と同様にラジカルを形成し得る非記載の化合物との混合物が属する。
【００６９】
　これらの化合物は、モノマーの質量に対して、しばしば０．０１～３質量％、有利に０
．０５～１質量％の量で使用される。
【００７０】
　前記のポリマーは、単一又は混合物として使用され得る。この際、例えば、分子量で又
はモノマー組成で異なっている、様々なポリカルボネート、ポリ（メタ）アクリレート又
はシクロオレフィン系ポリマーを使用することもできる。
【００７１】
　本発明による支持層は、例えば、前記のポリマーの成形材料から製造され得る。この際
、一般に、熱可塑性成形法、例えば、押出し又は射出成形が使用される。
【００７２】
　本発明により支持層の製造のための成形材料として使用すべきホモ－及び／又はコポリ
マーの質量平均分子量ＭＷは広い範囲で変動してよく、この際、分子量は、通例、成形材
料の使用目的及び加工法で決定される。しかし一般にそれは、２００００～１０００００
０ｇ／モル、有利に５００００～５０００００ｇ／モル及び特に有利に８００００～３０
００００ｇ／モルであるが、これに限定されるものではない。この分子量は、例えば、ゲ
ル－透過－クロマトグラフィーによって測定され得る。
【００７３】
　更に、支持層は注型室法によって製造され得る。この際、例えば、好適な（メタ）アク
リル混合物を型に入れて重合させる。このような（メタ）アクリル混合物は、一般に、前
記の（メタ）アクリレート、殊に、メチルメタクリレートを有する。更に、（メタ）アク
リル混合物は、前記のコポリマー及び、殊に粘度の調整のためのポリマー、殊にポリ（メ
タ）アクリレートを含有し得る。
【００７４】
　注型室法によって製造されるポリマーの質量平均分子量ＭＷは、成形材料で使用される
ポリマーの分子量よりも一般に高い。それによって一連の公知の利点が明らかである。注
型法によって製造されるポリマーの質量平均分子量は、一般に、５０００００～１０００
００００ｇ／モルの範囲であるが、それによって限定されるものではない。
【００７５】
　注型室法によって製造される有利な支持層は、Roehm GmbH & Co. KG から市販で得られ
る。
【００７６】
　更に、支持層の製造のために使用すべき成形材料及びアクリル樹脂は、全種類の通例の
添加物質を含有し得る。それには、特に、静電防止剤、抗酸化剤、離型剤、防炎剤、滑剤
、染料、流動改善剤、充填剤、光安定剤及び有機燐化合物、例えば、ホスフィット、ホス
ホリナン（Phosphorinane）、ホスホラン（Phospholane）又はホスホネート、顔料、風化
防止剤及び軟化剤が属する。しかし、添加物質の量は使用目的で変動される。即ち、プラ
スチックの光学的特性、殊に、その透明性は添加剤によって強く影響されるべきではない
。
【００７７】
　ポリ（メタ）アクリレートを包含する、特に有利な成形材料は、Fa. Cyros Inc. USA 
によって、商品名Acrylite（登録商標）で市販により得られる。シクロオレフィン系ポリ
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マーを包含する有利な成形材料は、Ticona の商品名（登録商標）Topas 及びNippon Zeon
 の商品名（登録商標）Zeonex で得られる。ポリカルボネート－成形材料は、例えば、Ba
yer の商品名（登録商標）Makrolon 又はGeneral Electric の商品名（登録商標）Lexan 
で得られる。
【００７８】
　支持層は、特に有利に、支持層の全質量に対して、ポリ（メタ）アクリレート、ポリカ
ルボネート及び／又はシクロオレフィン系ポリマー少なくとも８０質量％、殊に少なくと
も９０質量％を包含する。支持層はポリメチルメタクリレートを含むことが特に有利であ
り、この際、ポリメチルメタクリレートは通例の添加剤を含有し得る。
【００７９】
　支持層は、６０°の角度で測定した光沢Ｒ６０°７０以下、有利に６０以下、殊に４０
以下、特に有利に３０以下及び極めて特に有利に１５以下を有する。
【００８０】
　支持層のこの僅少な光沢は、様々な方法によって生じさせることができる。
【００８１】
　支持層を注型法で製造する場合には、構造ガラスプレートを使用することができる。こ
のようなガラスプレートは、腐蝕によって生成し得る。それによって、製造された注型プ
レートは、ガラスプレートの腐食が増すと共に減少する僅少な光沢を有する。
【００８２】
　支持層を押出しで製造する場合には、構造表面を包含するロールを使用することができ
る。更に、平滑ロールと押出しプレートの間に、構造紙を配置させることができる。ロー
ル又は紙の構造化が強くなればなるほど、それによって生じる表面の光沢は更に減少する
。
【００８３】
　更に、相応する表面構造を生じさせるために、シートを平滑なプラスチックプレート上
に積層させることができる。そうして支持層は多層構造を有することができる。
【００８４】
　更に、支持層は、支持層のプラスチックに対して屈折率差を示さない又はほんの僅少な
差を有する２０～１００μｍ範囲の大きさのプラスチック粒子を含有することができる。
このプラスチック粒子の割合が高ければ高いほど、光沢はより少なくなる。
【００８５】
　更に、比較的高い割合の散乱粒子を有する比較的薄い層を、光沢の減少のために、支持
層上に、例えば、同時押出し又は積層によって被覆させることができる。
【００８６】
　光沢の減少のための、比較的薄い層における散乱粒子の濃度は、０．５～２０質量％の
範囲、有利に０．５～１０質量％の範囲及び特に有利に０．５～６質量％の範囲にあるこ
とが有利であり、この際、使用される散乱粒子の平均粒度Ｖ５０は、有利に１５０μｍ以
下、殊に１００μｍ以下、特に有利に５０μｍ以下及び極めて特に有利に３０μｍ以下で
ある。光沢減少のための薄層の厚さは、殊に１０μｍ～５００μｍの範囲、有利に２０μ
ｍ～２５０μｍの範囲、及び極めて特に有利に５０μｍ～１５０μｍの範囲にある。
【００８７】
　本発明の特別な１実施態様により、支持層の表面は、有利に２μｍ～４５μｍ、殊に３
～４０μｍ、有利に５～３５μｍの範囲の平均粗面度ＲＺを有する。この値は、散乱層に
相対している支持層の表面で測定される。
【００８８】
　平均粗面度ＲＺは、ＤＩＮ４７６８により、Fa. Taylor Hobson の測定機Talysurf 50 
を用いて測定することができ、この際、ＲＺは、粗面プロフィール内の連続した５つの単
一測定間隔の単一粗面深さの平均値から得られる平均粗面深さである。
【００８９】
　支持層は、強度半減角６．５°以下、殊に６°以下、有利に５°以下及び特に有利に３
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°以下を有する。この値は、散乱層を背面投射型スクリーンから分離させることによって
測定され、この際、支持層の僅少な光沢Ｒ６０°を有する前記の表面は測定によって包含
される。
【００９０】
　この僅少な散乱は、特に、支持層が散乱媒体を含有しない又はほんの僅少量を含有する
ことによって達成され、この際、この説明は全支持層に関連し、従って、支持層の一部、
例えば、その上に積層された又は同時押出しされた薄層は、全体に比較的高含量の散乱粒
子を有し得る。
【００９１】
　支持層の厚さは、背面投射型スクリーンの安定性要求に従って、広い範囲にあってよい
。支持層の厚さは、一般に０．５ｍｍ～１００ｍｍ、有利に１ｍｍ～１０ｍｍ、特に有利
に１．５ｍｍ～６ｍｍ及び極めて特に有利に２ｍｍ～４ｍｍの範囲である。
【００９２】
　特別な１実施態様により、支持層は透過率８５％以上、有利に８８％以上及び極めて特
に有利に９０％以上を有する。この値は散乱層を含まずに測定される。
【００９３】
　支持層は、黄色度２以下及び有利に１以下を示す。この値は散乱層を含まずに測定され
る。
【００９４】
　散乱層は強度半減角１５°以上、殊に２５°以上を有し、この際、散乱は、殊に散乱層
中に含有される粒子によって生じられる。
【００９５】
　従って、本発明による背面投射型スクリーンの散乱層は、散乱層の質量に対して、有利
に球状である散乱粒子、有利に２～６０質量％、殊に３～５５質量％及び特に有利に６～
４８質量％を有する。
【００９６】
　本発明の範囲において、球状とは、散乱粒子が有利に球状の形を有することを示し、こ
の際、製法に基づき他の形状を有する散乱粒子を含有することもでき、又は散乱粒子の形
は理想的な球形から逸脱し得ることは当業者に明白である。
【００９７】
　従って、球状とは、散乱粒子の最大寸法の最少寸法に対する比率が最高４、有利に最高
２であることを意味し、この際、この寸法は各々散乱粒子の重点を通って測定される。散
乱粒子の数に対して、有利に少なくとも７０％、特に有利に少なくとも９０％が球状であ
る。
【００９８】
　このような散乱粒子は自体公知であり、市販で得られ、この際、散乱層のマトリックス
プラスチックに対する散乱粒子の相限界で、光の屈折が行なわれる。
【００９９】
　従って、散乱粒子の屈折率は、Ｎａ－Ｄ－線（５８９ｎｍ）及び２０℃で測定される屈
折数ｎｏを有し、これは、散乱層のマトリックスプラスチックの屈折数ｎｏと約０．０２
～０．２単位相違する。
【０１００】
　散乱粒子は、例えば、平均直径（質量平均）を０．１～４０μｍ、殊に５～３０μｍの
範囲で有する。
【０１０１】
　これには、殊にプラスチック粒子及び無機物質、例えば、水酸化アルミニウム、珪酸－
アルミニウム－カリウム（雲母）、珪酸アルミニウム（カオリン）、硫酸バリウム（Ｂａ
ＳＯ４）、炭酸カルシウム、珪酸マグネシウム（タルク）製の粒子が属する。その内で、
プラスチック製の粒子が特に有利である。
【０１０２】
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　本発明により使用可能なプラスチック粒子は、特に限定されるものではない。即ち、プ
ラスチック粒子がそれから製造されるプラスチックの種類は、広汎に非絶対的である。
【０１０３】
　有利なプラスチック粒子は、平均直径（質量平均）を５～３５μｍの範囲で、有利に８
～２５μｍの範囲で有する。プラスチック粒子の７５％が５～３５μｍの範囲であること
が有利である。
【０１０４】
　粒度及び粒度分布の確定は、レーザー吸光法により行なわれる。そのために、Firma L.
 O. T. GmbH のGalai - CIS - 1 を使用することができ、この際、粒度の決定のための測
定法は、使用取扱書に包含されている。
【０１０５】
　本発明により使用可能なプラスチック粒子は、特に限定されるものではない。即ち、プ
ラスチック粒子がそれから製造されるプラスチックの種類は、広汎に非絶対的であり、こ
の際、マトリックスプラスチックに対するプラスチック粒子の相限界で、光の屈折が行な
われる。
【０１０６】
　球状プラスチック粒子は、有利に架橋結合ポリスチロール、ポリシリコーン及び／又は
架橋結合ポリ（メタ）アクリレートを包含する。
【０１０７】
　散乱剤として使用される有利なプラスチック粒子は、シリコーンを含有する。そのよう
な粒子は、例えば、式：
　　Ｒ１Ｓｉ（ＯＲ２）３　　　及び　　　Ｓｉ（ＯＲ２）４

［式中、Ｒ１は、例えば、置換又は非置換のアルキル基、アルケニル基又はフェニル基で
あり、加水分解可能なアルコキシ基の基Ｒ２は、アルキル基、例えば、メチル、エチル又
はブチル又はアルコキシ－置換の炭化水素基、例えば、２－メトキシエチル又は２－エト
キシエチルである］によって記載される、オルガノトリアルコキシシラン及び／又はテト
ラアルコキシシランの加水分解及び重縮合によって得られる。例としてのオルガノトリア
ルコキシシランは、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチル－ｎ
－プロポキシシラン、メチルトリイソプロポキシシラン及びメチルトリス（２－メトキシ
エトキシ）シランである。
【０１０８】
　前記のシラン化合物及びそれから球状シリコーン粒子を製造する方法は、専門分野で公
知であり、明細書ＥＰ１１１６７４１、ＪＰ６３－０７７９４０及びＪＰ２０００－１８
６１４８で引用可能である。
【０１０９】
　本発明で特に有利に使用されるシリコーン製の散乱剤は、Firma GE Bayer Silicones 
から商品名TOSPEARL（登録商標）120 及びTOSPEARL（登録商標）3120 で得られる。
【０１１０】
　有利なプラスチック粒子は、次のものから構成されている：
ｂ１）置換基として芳香族基を有するモノマー、例えば、スチロール、α－メチルスチロ
ール、環置換スチロール、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレー
ト、２－フェニルエチル（メタ）アクリレート、３－フェニルプロピル（メタ）アクリレ
ート又はビニルベンゾエート２５～９９．９質量部；及び
ｂ２）モノマーｂ１）と共重合可能である、脂肪族エステル基中に１～１２個のＣ－原子
を有するアクリル－及び／又はメタクリル酸エステル０～６０質量部、この際、例として
次のものが挙げられる：
メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アク
リレート、ｉ－プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ－
ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ
）アクリレート、３，３，５－トリメチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、２－エ
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チルヘキシル（メタ）アクリレート、ノルボルニル（メタ）アクリレート又はイソボルニ
ル（メタ）アクリレート；
ｂ３）少なくとも２個のエチレン系不飽和の、ｂ１）及び場合によりｂ２）とラジカル共
重合可能な基を有する架橋結合コモノマー、例えば、ジビニルベンゾール、グリコールジ
（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、アリル（メタ
）アクリレート、トリアリルシアヌレート、ジアリルフタレート、ジアリルスクシネート
、ペンタエリスリットテトラ（メタ）アクリレート又はトリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート０．１～１５質量部、この際、コモノマーｂ１）、ｂ２）及びｂ３）は
全量１００質量部である。
【０１１１】
　プラスチック粒子がそれから製造される混合物は、スチロール少なくとも８０質量％及
びジビニルベンゾール少なくとも０．５質量％を有することが特に有利である。
【０１１２】
　架橋結合プラスチック粒子の製造は、専門分野で公知である。即ち、散乱粒子は、例え
ば、ＥＰ－Ａ３４２２８３又はＥＰ－Ａ２６９３２４に記載されているように、乳化重合
によって、極めて特に有利に、例えば、ドイツ国特許出願Ｐ４３２７４６４．１に記載さ
れているように、有機相中での重合によって製造することができ、この際、後者の重合技
術では、特に狭い粒度分布、又は換言すれば、粒径と平均粒径との特に僅少な偏差が現わ
れる。
【０１１３】
　少なくとも２００℃、殊に少なくとも２５０℃の温度安定性を有するプラスチック粒子
を使用することが特に有利であるが、これに限定されるものではない。この際、温度安定
性とは、粒子が実際に熱条件的に分解されないということを意味する。熱条件的分解は、
不所望にも、プラスチック材料が使用不可能になる変色に結び付く。
【０１１４】
　特に有利な粒子は、特に、Sekisui から、商品名（登録商標）Techpolymer SBX-6、（
登録商標）Techpolymer SBX-8 及び（登録商標）Techpolymer SBX-12 で得られる。
【０１１５】
　本発明のもう１つの有利な実施態様により、球状粒子は１５μｍ～３５μｍの範囲の大
きさを有する。この実施態様では、球状粒子の少なくとも６０％が、少なくとも１５μｍ
の直径を有し、散乱粒子の高々３０％が２５μｍ以上の直径を有することが特に有利であ
る。特別な観点により、この球状粒子の高々８０％が１５μｍ～２５μｍの範囲の大きさ
を有する。
【０１１６】
　本発明の特別な１観点により、この粒子は、重大な粒子の凝集又は集合が生じることな
く、プラスチックマトリックス中に均一に分配されて存在している。均一に分配されてと
は、プラスチックマトリックス内での粒子の濃度が実際に一定であることを意味する。
【０１１７】
　本発明の特別な１実施態様により、背面投射型スクリーンの散乱層は、大きさで異なる
少なくとも２種の粒子（Ａ）及び（Ｂ）を有するが、これに限定されるものではない。粒
子（Ａ）は、一般に、０．１～４０μｍ、特に１～３５μｍ、有利に２～３０μｍ、殊に
３～２５μｍ、特に有利に４～２０μｍ及び極めて特に有利に５～１５μｍの範囲の平均
直径（質量平均）を有し、かつ０．０２～０．２の範囲のプラスチックマトリックスに対
する屈折率差を有し、この際、粒子（Ｂ）は、一般に、１０～１５０μｍ、有利に１５～
７０μｍ及び特に有利に３０～５０μｍの範囲の平均直径（質量平均）を有し、かつ０～
０．２の範囲のプラスチックマトリックスに対する屈折率差を有する。
【０１１８】
　散乱粒子（Ａ）対粒子（Ｂ）の質量比は、有利に１：１０～１０：１、殊に１：５～５
：１、特に有利に１：３～３：１及び極めて特に有利に１：２～２：１である。
【０１１９】
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　散乱粒子（Ａ）及び粒子（Ｂ）の平均粒度Ｖ５０の差は、有利に少なくとも５μｍ、殊
に少なくとも１０μｍであり、この際、粒子（Ｂ）は散乱粒子（Ａ）よりも大きい。
【０１２０】
　粒度および粒度分布の確定は、レーザー吸光法によって行なうことができる。この際、
Firma L. O. T. GmbH のGalai - CIS を使用することができ、この際、粒度及び粒度分布
の決定のための測定法は、使用取扱書に包含されている。平均粒度Ｖ５０は、質量平均の
中央値から得られ、この際、粒子の５０質量％はこの値以下であり、かつこの粒子の５０
％はこの値以上である。
【０１２１】
　光散乱層は、球状粒子のほかに、プラスチックマトリックスを包含する。散乱層のマト
リックスを製造するためのプラスチックは一般に公知である。それには、殊にポリカルボ
ネート、シクロオレフィン系ポリマー及びポリ（メタ）アクリレートが属し、この際、ポ
リ（メタ）アクリレートが有利である。このプラスチックは既に詳説されている。
【０１２２】
　散乱層は、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）を有することが特に有利である。本
発明の特別な１観点により、光散乱性ポリメチルメタクリレート－層は、光散乱層の質量
に対して、ポリメチルメタクリレート少なくとも３０質量％を包含する。
【０１２３】
　ポリメチルメタクリレートは、一般に、メチルメタクリレートを含有する混合物のラジ
カル重合によって得られる。この混合物は、一般に、モノマーの質量に対して、メチルメ
タクリレート少なくとも４０質量％、有利に少なくとも６０質量％及び特に有利に少なく
とも８０質量％を含有する。
【０１２４】
　ポリメチルメタクリレートを製造するためのこの混合物は、その他に、メチルメタクリ
レートと共重合可能である他の（メタ）アクリレートを含有することができる。このモノ
マーは既に説明されている。
【０１２５】
　更に、光散乱層のマトリックスは、特性を変えるために、他のポリマーを含有すること
ができる。それには、特にポリアクリルニトリル、ポリスチロール、ポリエーテル、ポリ
エステル、ポリカルボネート及びポリビニルクロリドが属する。これらのポリマーは、単
独で又は混合物として使用することができ、この際、前記のポリマーから誘導可能である
コポリマーも使用することができる。
【０１２６】
　本発明の特別な１実施態様により、散乱層のマトリックスは、光散乱層のマトリックス
の質量に対して、ポリメチルメタクリレート少なくとも７０、有利に少なくとも８０及び
特に有利に少なくとも９０質量％を有する。
【０１２７】
　本発明の特別な１実施態様により、光散乱層のマトリックスのポリ（メタ）アクリレー
トは、Ｎａ－Ｄ－線（５８９ｎｍ）及び２０℃で、１．４６～１．５４の範囲の屈折率を
有する。
【０１２８】
　光散乱層の厚さは、一般に、０．０５～４ｍｍ、特に０．０５～２ｍｍ、有利に０．１
～１ｍｍ、殊に０．２～０．８ｍｍであるが、これに限定されるものではない。
【０１２９】
　本発明の特別な１観点により、球状粒子の濃度ｃｐ、散乱層の厚さｄｓ及び球状粒子の
粒度Ｄｐは、球状粒子の濃度ｃｐと散乱層の厚さとの積対球状粒子の粒度の三乗からの比
率ｃｐ

＊ｄｓ／Ｄｐ
３が、０．００１～０．０１５質量％＊ｍｍ／μｍ３、有利に０．０

０２５～０．００９質量％＊／μｍ３であるように選択される。
【０１３０】
　本発明の特別な１実施態様により、ポリメチルメタクリレート－層の平均粗面度ＲＺの
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二乗対球状粒子の粒度の三乗の比率ＲＺ
２／Ｄｐ

３は、有利に０．０００２μｍ－１～０
．１３００μｍ－１、殊に０．０００９μｍ－１～０．０９００μｍ－１及び有利に０．
０００２５μｍ－１～０．０６００μｍ－１及び特に有利に０．００２５μｍ－１～０．
０６００μｍ－１であってよい。
【０１３１】
　本発明のスクリーンの特別な１観点により、球状粒子の濃度ｃｐ対散乱層の厚さｄｓの
比率ｃｐ／ｄｓは、２．５質量％／ｍｍ以上、殊に４質量％以上である。
【０１３２】
　散乱層は、有利に６０以下、殊に５０以下の光沢Ｒ８５°を有する。
【０１３３】
　散乱層の厚さｄｓ及び球状粒子の粒度Ｄｐからの比率ｄｓ／Ｄｐは、１～５００、殊に
１～２５０、有利に２．５～２５０及び特に有利に２．５～１５０の範囲にあることが有
利であるが、これに限定されるものではない。
【０１３４】
　本発明の特別な１実施態様により、散乱層の平均粗面度ＲＺは、５μｍ～５０μｍ、殊
に５～２５μｍ、有利に６～３５μｍ、殊に１５～５０μｍ、特に有利に６μｍ～３０μ
ｍの範囲にあることが有利である。
【０１３５】
　この範囲内で、散乱層の表面上の引掻傷は、特に僅少な程度で可視可能である。この引
掻傷感度は、ＤＩＮ５３７９９及びＤＩＮ ＥＮ４３８により、損傷表面の視覚的評価に
よって測定することができ、この際、様々な力で表面上に作用するダイヤモンドによって
損傷させる。
【０１３６】
　散乱層は、公知方法によって製造することができ、この際、熱可塑性成形法が有利であ
る。粒子の添加後に、前記の成形材料から光散乱層を慣用の熱可塑性成形法によって製造
することができる。
【０１３７】
　特別な実施態様により、散乱粒子を含有する成形材料－顆粒の押出し又は製造のために
、二重スクリュー押出機が使用される。この際、プラスチック粒子は、有利に押出機中で
溶融物に変えられる。この方法によって、特に高い透過性を有するスクリーンがそれから
製造され得る溶融物を得ることができる。
【０１３８】
　この際、散乱層を２段階法で製造することができ、この方法では、二重スクリュー押出
機での本発明による側方供給機－配合及び中間粒化に、単一スクリュー押出機でのシート
又はプレートの押出しを接続させる。二重スクリュー押出機によって得られる顆粒は、特
に高い成分の散乱粒子を保有し、従って、成形材料との混合によって、散乱粒子を含まず
に、簡単な方法で、様々な散乱粒子含量を有する背面投射型スクリーンを製造することが
できる。
【０１３９】
　更に、単一段階法を実施することもでき、その方法では、シート状生成物を成形する押
出ノズルがそれに直結している圧力増加装置（例えば、溶融ポンプ）が場合によりそれに
後接されている二重スクリュー押出機で、前記のように溶融物への球状プラスチック粒子
の加入配合が行なわれる。意外にも、前記の方法によって、特に僅少な黄色指数を有する
背面投射型スクリーンを得ることができる。
【０１４０】
　更に、スクリーンは、射出成形によって製造することもできるが、この際、方法パラメ
ーター又は成形型は、粗面度が本発明による範囲で達成されるように選択されるべきであ
る。
【０１４１】
　マトリックスと散乱粒子の配合は、有利に二重スクリュー押出機によって行なわれ、本
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来のプレート押出しでは、同様に単一スクリュー押出機を使用することができるが、これ
に限定されるものではない。
【０１４２】
　散乱層の粗面度ＲＺは、製法に依存する様々なパラメーターの変化によって影響され得
る。それには、特に、押出の間の溶融物の温度が属し、この際、溶融物のより高い温度は
より粗い表面に結び付く。しかし、この際、溶融物の温度は、成形材料の正確な組成に依
存することに注意すべきである。溶融物の温度は、一般に１５０～３００℃の範囲、有利
に２００～２９０℃の範囲である。この温度は、ノズル出口での溶融物の温度に関連する
。
【０１４３】
　更に、粗面度は、プレートの平滑化のために使用されるロール間の間隙に影響され得る
。摩滑機が、例えば３個のロールをＬ－配列で包含する場合には（この際、成形材料は、
ノズルからロール１及びロール２の間の間隙に送られ、ロール２に約６０～１８０°巻き
付く）、ロール２及びロール３の間の間隙によって表面の平滑化が達成される。ロール２
とロール３との間の間隙がプレートの厚さに調整される場合には、プレート表面上の散乱
粒子はマトリックス中に圧入され、それによって表面はより平滑になる。一般に、この間
隙は、より粗い表面を達成するために、製造すべきプレートのプレート厚よりもやや大き
く調整され、この際、この値はプレート厚の０．１～２ｍｍ以上、有利に０．１～１．５
ｍｍ以上の範囲であるが、これに限定されるものではない。更に、粗面度は、粒度及びプ
レート厚によって影響され、この際、実施例で依存関係を説明する。
【０１４４】
　散乱層を支持層と公知法で結合させることができる。それには、例えば、接着又は積層
が属する。
【０１４５】
　更に、２つの層を同時押出しによって１操作段階で得ることができる。
【０１４６】
　注型法による製造の場合には、散乱層を注型室の境界として用いることができ、それに
よって支持層は散乱層に重合される。
【０１４７】
　支持層の厚さ対散乱層の厚さの比は、１：２～１００：１、殊に１：１～５０：１及び
有利に３：１～１０：１の範囲であることが有利である。
【０１４８】
　本発明の特別な１観点により、支持層及び／又は散乱層の製造のためのプラスチックは
、場合により衝撃強度変性剤によって機械的により安定的に装備され得る。そのような衝
撃強度変性剤は十分に知られており、即ち、例えば、衝撃強度変性化ポリメタクリレート
－成形材料の製造及び構成が、特にＥＰ－Ａ０１１３９２４、ＥＰ－Ａ０５２２３５１、
ＥＰ－Ａ０４６５０４９及びＥＰ－Ａ０６８３０２８に記載されている。相応する変性剤
は他のプラスチックについても同様に公知である。
【０１４９】
　マトリックスの製造に用いられる有利な衝撃強い成形材料は、一般にポリメチルメタク
リレート５０～９９質量％、殊に７０～９８質量％を有する。このポリメチルメタクリレ
ートは既に前記されている。
【０１５０】
　本発明の特別な１観点により、衝撃強度変性化成形材料の製造に使用されるポリメチル
メタクリレートは、メチルメタクリレート８０～１００質量％、有利に９０～９８質量％
及び場合により、同様に既に前記された他のラジカル重合可能なコモノマー０～２０質量
％、有利に２～１０質量％を包含する混合物のラジカル重合によって得られる。特に有利
なコモノマーは、特に、Ｃ１－～Ｃ４－アルキル（メタ）アクリレート、殊にメチルアク
リレート、エチルアクリレート又はブチルメタクリレートである。
【０１５１】
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　衝撃強度変性化マトリックスの製造のために使用されるポリメチルメタクリレートの平
均分子量ＭＷは、有利に、９００００ｇ／モル～２０００００ｇ／モル、殊に１００００
０ｇ／モル～１５００００ｇ／モルの範囲である。
【０１５２】
　マトリックスの製造に使用され得る有利な衝撃強い成形材料は、架橋結合重合体粒子か
らのエラストマー相である衝撃強度変性剤０．５～５５、有利に１～４５、特に有利に２
～４０、殊に３～３５質量％を含有する。
【０１５３】
　衝撃強度変性剤は、自体公知の方法で、粒状重合又は乳化重合によって得られ得る。
【０１５４】
　有利な衝撃強度変性剤は、５０～１０００ｎｍ、有利に６０～５００ｎｍ及び特に有利
に８０～１２０ｎｍの範囲の平均粒度を有する架橋結合粒子である。
【０１５５】
　このような粒子は、例えば、通例、メチルメタクリレート少なくとも４０質量％、有利
に５０～７０質量％、ブチルアクリレート２０～８０質量％、有利に２５～３５質量％及
び架橋結合モノマー、例えば、多官能性（メタ）アクリレート、例えば、アリルメタクリ
レート及び前記のビニル化合物と共重合され得るコモノマー０．１～２、有利に０．５～
１質量％を含有する混合物のラジカル重合によって得られ得る。
【０１５６】
　有利なコモノマーには、特にＣ１－～Ｃ４－アルキル（メタ）アクリレート、例えば、
エチルアクリレート又はブチルメタクリレート、有利にメチルアクリレート、又は他のビ
ニル重合可能なモノマー、例えば、スチロールが属する。前記の粒子を製造するための混
合物は、コモノマー０～１０、有利に０．５～５質量％を包含することが有利である。
【０１５７】
　特に有利な衝撃強度変性剤は、２層、特に有利に３層の核－外殻－構造を有する重合体
粒子である。このような核－外殻－重合体は、特にＥＰ－Ａ０１１３９２４、ＥＰ－Ａ０
５２２３５１、ＥＰ－Ａ０４６５０４９及びＥＰ－Ａ０６８３０２８に記載されている。
【０１５８】
　アクリレートゴムをベースとする特に有利な衝撃強度変性剤は、特に次の構造を有する
：
核：核の質量に対して、少なくとも９０質量％のメチルメタクリレート成分を有する重合
体。
外殻１：第１外殻の質量に対して、少なくとも８０質量％のブチルアクリレート成分を有
する重合体。
外殻２：第２外殻の質量に対して、少なくとも９０質量％のメチルメタクリレート成分を
有する重合体。
【０１５９】
　核及び外殻は、前記のモノマーの他に、各々他のモノマーを含有することができる。こ
れらは前記されており、この際、特に有利なコモノマーは架橋結合作用を有する。
【０１６０】
　有利なアクリレートゴム－変性剤は、例えば、次の構造を有し得る：
核：メチルメタクリレート（９５．７質量％）、エチルアクリレート（４質量％）及びア
リルメタクリレート（０．３質量％）を含む共重合体
Ｓ１：ブチルアクリレート（８１．２質量％）、スチロール（１７．５質量％）及びアリ
ルメタクリレート（１．３質量％）を含む共重合体
Ｓ２：メチルメタクリレート（９６質量％）及びエチルアクリレート（４質量％）を含む
共重合体
　アクリレートゴム－変性剤の核対外殻の比率は、広い範囲で変動し得る。核対外殻の質
量比Ｋ／Ｓは、１外殻を有する変性剤では、２０：８０～８０：２０、有利に３０：７０
～７０：３０の範囲であり、又は２外殻を有する変性剤では、核対外殻１対外殻２の比率
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Ｋ／Ｓ１／Ｓ２は、１０：８０：１０～４０：２０：４０、特に有利に２０：６０：２０
～３０：４０：３０の範囲にあることが有利である。
【０１６１】
　核－外殻－変性剤の粒度は、通例５０～１０００ｎｍ、有利に１００～５００ｎｍ及び
特に有利に１５０～４５０ｎｍの範囲にあるが、これに限定されるものではない。
【０１６２】
　このような衝撃強度変性剤は、Fa. Mitsubishi から商品名METABLEN（登録商標）IR 44
1 で市販により得られる。更に、衝撃強度変性化成形材料を得ることもできる。
【０１６３】
　本発明の特別な１観点により、スクリーンは透過率２５％以上、殊に４０％以上及び特
に有利に５５％以上を有し、この際、この値は、殊にコントラスト改善染料を含まないス
クリーンによって達成される。
【０１６４】
　本発明の特別な１観点により、支持層及び／又は散乱層の製造のための成形材料又は樹
脂を着色させることができる。意外にも、この方法によって、コントラストを改善させる
ことができる。着色のために、殊に自体公知の染料及び／又はカーボンブラックが好適で
ある。特に有利な染料は、市販で得られる。それには、特に、各々Clariant の（登録商
標）Sandoplast Rot G 及び（登録商標）Sandoplast Gelb 2G 及び各々Bayerの（登録商
標）Macrolex Gruen 5B 及び（登録商標）Macrolex Violett 3R が属する。これらの染料
の濃度は、所望の色効果及びプレートの厚さに依存する。この濃度は、１染料当たり、散
乱粒子を含まない着色成形材料の全質量に対して、一般に０～０．８質量％、有利に０．
０００００１～０．４質量％であるが、これに限定されるものではない。染料濃度の合計
は、散乱粒子を含まない着色成形材料の全質量に対して、０～１質量％、有利に０．００
０１～０．６質量％であることが有利である。透過率の損失は、少なくとも部分的に、よ
り強いプロジェクターによって調整され得る。
【０１６５】
　スクリーンは、黄色値１２以下、殊に１０以下を示すことが有利であるが、これに限定
されるものではない。
【０１６６】
　本発明の特別な１観点により、スクリーンは、散乱力０．１５以上、殊に０．３５以上
を示すが、これに限定されるものではない。
【０１６７】
　有利な実施態様により、本発明によるポリメチルメタクリレート－プレートの表面は、
散乱面上での反射において艶消現象を示す。ＤＩＮ６７５３０による反射計器での光沢測
定によって特性付けを行なうことができる。プレートの光沢は、８５°の角度で、有利に
５０以下、特に有利に４０以下及び極めて特に有利に３０以下である。
本発明の背面投射型スクリーンの大きさ及び形状は限定されない。しかし、一般に、スク
リーンは長方形で平板状の形態を有するが、それは画像が通例この形式で写されるからで
ある。
このような背面投射型スクリーンは、２５ｍｍ～１００００ｍｍ、有利に５０～３０００
ｍｍ及び特に有利に２００～２０００ｍｍの範囲の長さを有することが有利である。この
特別な実施態様の幅は、一般に２５～１００００ｍｍ、有利に５０～３０００ｍｍ及び特
に有利に２００～２０００ｍｍの範囲である。特に大きな投射面を製造するために、この
スクリーンを多数統合させることができる。
【０１６８】
　特別な実施態様により、スクリーンは、DIN EN ISO 4892 、２部（装置中での人工的風
化又は照射、濾光キセノンアーク照射）により、特に高い耐候性を有する。
【０１６９】
　次に、本発明を実施例及び比較例により詳説するが、本発明はこれらの例に限定される
ものではない。
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Ａ）測定法
　平均粗面度ＲＺを、ＤＩＮ４７６８により、測定機Fa. Taylor Hobson のTalysurf 50 
で測定した。
【０１７０】
　透過率τＤ６５／２°を、ＤＩＮ５０３６により、Fa. Perkin Elmer の測定機Lambda 
19 で測定した。
【０１７１】
　黄色値τＤ６５／１０°を、ＤＩＮ６１６７により、Fa. Perkin Elmer の測定機Lambd
a 19 で測定した。
【０１７２】
　光沢Ｒ８５°を８５°でＤＩＮ６７５３０により、Fa. Dr. Langeの測定機Dr. Lange L
abor - Reflektometerで測定した。
【０１７３】
　散乱力及び強度半減角を、ＤＩＮ５０３６により、Fa. LMTの測定機LMT - Goniometer 
- Messplatz GO - T - 1500 で測定した。
【０１７４】
　様々な背面投射型スクリーンを、付加的に、表１に挙げた基準により視覚的に評価した
。
【０１７５】
　それには、Marke Epson EMP - 713 のプロジェクターを使用した。画像に対して約１～
１．５ｍの間隔で、数種の角度（０°＝標準正投射、３０°及び６０°）で、試験画像を
評価した。投射プレートに対するプロジェクターの間隔は、約５０ｃｍの画像対角で、約
８５ｃｍであった。
【０１７６】
　技術的データEpspn Projektor EMP 713 ：
　投射系：２色鏡及びレンズ系、画素：２３５９２９６ピクセル（１０２４×７６８）＊

３、輝度：１２００ＡＮＳＩルーメン、コントラスト：４００：１、画像輝度：８５％、
色出力：２４ビット、１６．７百万色、Ｈ：１５～９２ｋＨｚ、Ｖ：５０～８５Ｈｚ、ラ
ンプ：１５０ワット－ＵＨＥ、ビデオ－解像：７５０ＴＶ－線
【０１７７】
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【表１】

【０１７８】
　表中、極めて良好な特性を＋＋で、良好な特性を＋で、満足する特性を０で、不足的な
特性を－で、極めて不足的な特性を－－で、かつ不十分な特性を－－－で表示する。
【０１７９】
　Ｂ）プラスチック粒子の製造
　プラスチック粒子Ｂ１
　球状プラスチック粒子の製造のために、硫酸アルミニウム及びソーダ溶液からの沈殿に
よって、本来の重合の開始直前に製造した水酸化アルミニウム－ピケリング（Pickering
）－安定剤を使用した。そのために、先ず、Ａｌ２（ＳＯ４）３１６ｇ、錯化剤（トリロ
ン（Trilon）Ａ）０．０３２ｇ及び乳化剤（Fa. Bayer AGから得られるEmulgator K 30；
Ｃ１５－パラフィンスルホネートのナトリウム塩）０．１６ｇを蒸留水０．８ｌ中に溶解
させた。引き続き、約４０℃の温度で、１Ｎ炭酸ナトリウム－溶液を、水に溶かした硫酸
アルミニウムに攪拌下に添加し、この際、ｐＨ－値は引き続き５～５．５の範囲であった
。この方法により、水中の安定剤のコロイド状分配が達成された。
【０１８０】
　安定剤の沈殿後に、水相をフラスコ中に移した。それに、メチルメタクリレート１１０
ｇ、ベンジルメタクリレート８０ｇ及びアリルメタクリレート１０ｇ及びジラウリルペル
オキシド４ｇ及びｔ－ブチルペル－２－エチルヘキサノエート０．４ｇを加えた。この混
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合物を、分散機（Ultra - Turrax S50N - G45MF、Fa. Janke und Kunkel Staufen）で、
１５分間７０００Ｕ／分で分散させた。
【０１８１】
　剪断に続いて、反応混合物を、相応する８０℃の反応温度に予備加熱させた反応機中に
充填させ、約８０℃（重合温度）で４５分間（重合時間）攪拌下に（６００Ｕ／分）重合
させた。内部温度約８５℃で１時間の後反応相を行った。４５℃に冷却後に、安定剤を５
０％の硫酸の添加によって、水溶性の硫酸アルミニウムに変えた。粒子の仕上げのために
、得られた懸濁液を市販の濾紙に通して濾過させ、加温箱中２４時間５０℃で乾燥させた
。
【０１８２】
　粒度分布はレーザー吸光法によって確定した。粒子は、１８．６の平均粒度Ｖ５０を有
した。粒子は球状形を有し、この際、繊維状物は確認されなかった。凝集は生じなかった
。次に、そうして得られた粒子をプラスチック粒子Ｂ１と表示する。
【０１８３】
　プラスチック粒子Ｂ２
　球状プラスチック粒子の製造のために、硫酸アルミニウム及びソーダ溶液（１Ｎ炭酸ナ
トリウム－溶液）からの沈殿によって、本来の重合の開始直前に製造した水酸化アルミニ
ウム－ピケリング－安定剤を使用した。そのために、先ず、そらせ板、Ｎｉ－Ｃｒ－Ｎｉ
－熱電対及び循環加熱器を備えた、Ｎ２で洗浄した１００Ｌ入りＶ４Ａ－釜中に、羽根付
攪拌器での攪拌下に（３３０Ｕｐｍ）、脱イオン水３８Ｌ、硫酸アルミニウム４００ｇ及
び錯化剤（トリロンＡ）８ｇを前以て装入させた。続いて、各々脱イオン水２４０ｍｌ中
に溶かした、水酸化アルミニウムの沈殿のためのソーダ溶液１７６０ｇの添加、及び分配
助剤、Fa. Bayer AGによって得られる乳化剤Emulgator Ｋ３０（Ｃ１５－パラフィンスル
ホネートのナトリウム塩）（４ｇ）及びFa. Hoechstにより得られるPolywachs ５０００
／６０００（分子量５０００～６０００の範囲の分子量を有するポリエチレングリコール
）（４ｇ）の添加を行った。ｐＨ－値は沈殿後に約５．３であり、それによって水中の安
定剤のコロイド状分配が達成された。
【０１８４】
　その後に、メチルメタクリレート６９００ｇ、スチロール３０００ｇ、グリコールジメ
タクリレート１００ｇ、ジラウロイルペルオキシド２００ｇ、ｔ－ブチルペル－２－エチ
ルヘキサノエート２０ｇ及び２－エチルヘキシルチオグリコレート５０ｇを含むモノマー
混合物の添加を同様に室温で行った。
【０１８５】
　加熱相は８０℃の温度まで行なわれ、この際、４０℃の釜内部温度で、反応機を耐圧密
閉し、Ｎ２－導入を遮断した。その１１５分間後に、内部温度は約８７℃まで上昇し、圧
力は０．７０から０．９２バールに上昇した。最高温度の後に、反応混合物を約８７～８
８℃に上昇させ、この温度で約１時間後攪拌し、この際、攪拌速度を２００Ｕｐｍに減少
させた。反応混合物を冷却させた後に、釜を４６℃の温度で放圧させ、引き続き５０％の
硫酸４００ｍｌを添加し、それによって水酸化アルミニウムを可溶性硫酸アルミニウムに
変え、それによって懸濁重合体が生じる。粒子の仕上げのために、得られる懸濁液を濾紙
付き石器製ヌッチェ上で濾過させ、洗浄して中性にし、５０℃で約２０時間加温箱中乾燥
させた。
【０１８６】
　粒度分布をレーザー吸光法によって調べた。粒子は４０．５μｍの平均粒度Ｖ５０を有
した。粒子は球状を有し、この際、繊維状物は確認されなかった。凝集は生じなかった。
次に、そうして得られる粒子をプラスチック粒子Ｂ２と表示する。
【０１８７】
　Ｃ）散乱層の製造
　散乱層を押出しによって製造した。そのために、プラスチック粒子Ｂ２（６質量％）、
Fa. Sekisuiから商標（登録商標）Techpolymer SBX - 8として市販で得られ、約８．４μ
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ｍの粒度Ｖ５０を有する、スチロールをベースとするプラスチック粒子６質量％、及びFa
. Roehm GmbH & Co. KGから得られるＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質
量％及びメチルアクリレート３質量％を含むコポリマー）８８質量％を含む散乱粒子配合
物を、厚さ０．５ｍｍのプラスチックプレートに押出した。Fa. BREYERの押出機φ６０ｍ
ｍを使用した。ノズル出口での溶融物の温度は全般に２７０℃であった。できるだけ粗い
表面が生じるように、摩滑機を調整した。粗面度ＲＺは１５．０μｍであった。
【０１８８】
　Ｄ）支持層１～１１の製造
　様々な支持層を異なる方法によって製造した。支持層１は、Fa. Roehm GmbH & KGから
得られるＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質量％及びメチルアクリレート
３質量％を含むコポリマー）の押出しによって製造した。支持層１の厚さは３ｍｍであっ
た。この際、型押ロールを使用した。
【０１８９】
　支持層２～５は、同時押出しによって製造した。この際、Fa. Roehm GmbH & Co. KGか
ら得られるＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質量％及びメチルアクリレー
ト３質量％を含むコポリマー）を含む２ｍｍ層を、Fa. Roehm GmbH & Co. KGから得られ
るＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質量％及びメチルアクリレート３質量
％を含むコポリマー）のほかに、様々な割合のプラスチック粒子Ｂ１を有する約１００μ
ｍ層と同時押出させた。支持層の厚さは２ｍｍであった。１００μｍ厚さの同時押出層の
、プラスチック粒子Ｂ１の様々な割合を表２に挙げる。
【０１９０】
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【表２】

【０１９１】
　支持層６～９を、同時押出しによって製造した。この際、Fa. Roehm GmbH & Co. KGか
ら得られるＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質量％及びメチルアクリレー
ト３質量％を含むコポリマー）を含む２ｍｍ層を、Fa. Roehm GmbH & Co. KGから得られ
るＰＭＭＡ－成形材料（メチルメタクリレート９７質量％及びメチルアクリレート３質量
％を含むコポリマー）のほかに、様々な割合のプラスチック粒子Ｂ２を有する約１００μ
ｍ層と同時押出させた。支持層の厚さは２ｍｍであった。１００μｍ厚さの同時押出層の
、プラスチック粒子Ｂ２の様々な割合を表３に挙げる。
【０１９２】
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【表３】

【０１９３】
　支持層１０を支持層１に相応して製造したが、この際、型押ではなく慣用の艶出ロール
を使用した。
【０１９４】
　支持層１１～１４を支持層２及び３に相応して製造し、この際、支持層の厚さを変化さ
せた。詳細は表４から引用され得る。
【０１９５】
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【表４】

【０１９６】
　支持層１５～１８を支持層６及び７に相応して製造し、この際、支持層の厚さを変化さ
せた。詳細は表５から引用され得る。
【０１９７】
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【表５】

【０１９８】
　製造された支持層の特性は表６に記載され、この際、粗面度ＲＺ及び６０°での光沢Ｒ
６０°を各々、型押又はプラスチック粒子Ｂ１又はＢ２を包含する同時押出層１００μｍ
を有する粗面上で測定した。相対する表面は平滑であった。
【０１９９】
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【表６】

【０２００】
　支持層１１及び１２の粗面度ＲＺ及び光沢は、支持層２の値に相応した。支持層１３及
び１４の粗面度ＲＺ及び光沢は、支持層３の値に相応した。支持層１５及び１６の粗面度
ＲＺ及び光沢は、支持層６の値に相応した。支持層１７及び１８の粗面度ＲＺ及び光沢は
、支持層７の値に相応した。
【０２０１】
　例１～１５及び比較例１～３
　背面投射型スクリーンを、散乱層と様々な支持層１～１０との接合によって製造した。
【０２０２】
　前記の方法によって得られる測定結果を表７に挙げる。
【０２０３】
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【表７】

【０２０４】
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【表８】

【０２０５】
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【表９】

【０２０６】
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【表１０】

【０２０７】
　３Ｄ－投射用の背面投射型スクリーン
　本発明による背面投射型スクリーンを、画像又は映画の３Ｄ－投射に使用することもで
きる。
【０２０８】
　３Ｄ－投射法では、画像給源として、原則的に同じ画像内容を伝えるが、一定の間隔、
例えば、両目間隔に移動して映写される各々２つの投射が重ねられる。しばしば使用され
る原理は、例えば、偏光法である。偏光作用するプロジェクターによって、背面投射型ス
クリーン上に異なる偏光配向を有する２つの映写光が投射される。
【０２０９】
　監視者は、右目及び左目用に各々別々に相応に偏光フィルターを備えている眼鏡を通し
て画像を監視した。人間の脳は、２つの異なる画像印象を三次元的画像感覚で理解する。
【０２１０】
　３Ｄ－投射目的のために、本発明による背面投射型スクリーンは、有利に同時押出しの
ポリメチルメタクリレート－プラスチックからの、支持層及び光散乱層を包含するプレー
ト又はシートの形で製造されることができ、この際、光学的二重屈折に基づく路程差は、
合計して高々２５ｎｍ、有利に高々１５、特に有利に高々５ｎｍである。
【０２１１】
　この際、押出法は、常に分子鎖の一定配向を、押出方向に作用させることに注意すべき
である。この配向は、２つの投射の偏光された光を部分的に消偏光化させる二重屈折性を
生じさせ、このことは当然不所望である。
【０２１２】
　押出しポリメチルメタクリレート－プラスチックは、３Ｄ－投射用に備えられている背
面投射型スクリーンに特に有利であり、従って、押出し後に熱的後処理が施される。熱的
後処理では再収縮が生じ、これは、ポリマー分子の配向を再び広汎に解消させる。その結
果、材料中に本来存在する二重屈折性が強く減少される。
【０２１３】
　３Ｄ－投射用の背面投射型スクリーンのために備えられているシート又はプレート形の
押出しポリメチルメタクリレート－プラスチックの熱的後処理は、材料組成及び材料強度
に応じて、例えば、１１０～１９０、有利に１２０～１６０℃の範囲で、５分間から２４
時間まで、有利に１０分間から２時間まで行なわれる。当業者はこれを容易に最適にする
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ことができる。熱的に作用される再収縮過程は、下置き又は有利に懸け下げ材料で行なう
ことができる。
【０２１４】
　光学的二重屈折に基づく路程差を測定するための好適な測定法は、当業者に公知である
。路程差は、例えば、エーリングハウス（Ehringhaus）－傾斜補整装置と組み合せた偏光
顕微鏡で測定される。
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